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評議員

（理事定数の２倍以上）

※ 評議員のうちには、役員のいずれか一人と

親族その他特殊の関係がある者の数又は評

議員のいずれか一人及びその親族その他特

殊の関係がある者の合計数が評議員総数

（現在数）の３分の１を超えて含まれることに

なってはならない。

役員

兼職禁止

配偶者

３親等内の

親族

配偶者

３親等内の

親族

（生計を一）

配偶者

３親等内の

親族

（生計を一）

親族その他特殊の関係がある者

Ａ学校法人

親族

親族

親族

※ 法人の取締役、執行役、会計参与、監査役、理事、監事など法人の経営に

従事している者（評議員は含まれない。）

理事

※ 理事のうちには、各理事についてその親

族その他特殊の関係がある者が１人を超え

て含まれることになってはならない。

【租税特別措置法施行令の要件】

各理事並びに当該理事と、親族等特殊関係に

ある者が理事総数の１／３を超えてならない。

監事

（２名以上）

※この法人の理事（その親族その他特殊の

関係がある者を含む。）及び評議員（その親

族その他特殊の関係がある者を含む。）並

びにこの法人の職員（校

(

園

)

長及び教員そ

の他の職員を含む。）が含まれることになっ

てはならない。

※ 相互に親族その他特殊の関係がある者

であってはならない。

兼職禁止

①

事実上婚姻関係と

同様の事情にある者

②

役員・評議員に

雇用される者

④

役員・評議員から

受ける金銭等により

生計を維持する者

⑥

３親等内の

親族

（生計を一）

親族

③

⑤

⑦

役員等

※

職員

Ａ法人の評議員・理事・監事が役員等と

なっている他の法人

⑧

兼職禁止

「親族その他特殊の関係がある者」の範囲
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　　　①　配偶者・３親等内の親族（下記「親族関係図」参照）

②　事実上婚姻関係と同様の者

③　②の３親等内の親族で②と生計を一にしている者

④　役員・評議員に雇用される者

⑤　④の配偶者、３親等内の親族で④と生計を一にしている者

⑥　役員・評議員から受ける金銭等により生計を維持する者

⑦　⑥の配偶者、３親等内の親族で⑥と生計を一にしている者

⑧役員・評議員が役員等になっている他の法人の役員等・評議員


資料４





親族関係図








